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清代珠江デルタの里甲経営と地域社会!順徳県龍江隼
片山一剛
はじめに
周知のごとく、広東省珠江デルタでは、明初に全国的に施行された旦甲制が二
O世紀に至るまで存続していた。
筆者はかつてこの存続の事実を紹介するとともに、各甲がひとつの同族を中心に構成されていることに着目して存続要因の解明を試みた。一方、岩井茂樹氏は明極初 おいて明朝が想定した税糧(土地税)の官衝等への運搬・納入の理念を明ら にし、また近世日本の「村」と異なり、明清時代の特に江南デルタの里甲斜が公課負担を吸収する装置たりえなかったことを指摘しむ本稿は岩井氏の論考 啓発を号、珠江デルタの里早制が存続した要因を清代の里レベルにおける公課負担 吸収 法について検討する。珠江デルタでは、里甲は図甲と呼ばれていたので、以下、図甲と呼ぶことにす 。具体的には順徳県龍江隼の第二十五図を取りあげるが その理由は民国三七年(一九四八)重刊『九加堂画課記墨』(広州中山図書館蔵、不分巻、序を除き全二七葉。以下『丸如堂』と略す)といフ恰好な材料が存在するからであ 九知堂と 本図を構成する十甲のっち第五申をそ甲が嘉慶七年 一
2 
八
O
二)に設立し、
? ?
かで言及したい。なお一九世紀の龍江隼には計七個の図が存在していた。このうち第二十二図・第三十七図・第六
一九四八年時点でも存続していた協同組織である。九如堂の設立経緯や協同内容等は行論のな
十六図・第六十七図の四個の図(以下、四図と呼ぶ)
は、明初の洪武年間に開設されたものであり、第二十五図は
乾隆七年(一七四二)に開設が許可されたものである。第二十三図と第二十四図の二個の図は、具体的年次は不明
? ?
だが、乾隆八年以降乾隆末年(一七九五)までに開設されたもので「続増」と呼ばれていた。以下 第一章では第二十五図内部の経営を、第 章では第二十五図と四図とが設立した組織の経営を考察する。
第二十五図の開設とその経営
乾隆七年、図の開設
翌八年からの実務開始に備、んて準備や取り決めを
行った。第一に、本図の構成員になる者が所有する田土は、従来、他の図甲に登録されていたから、これら田土を本図へ移管する作業が行われた。第二に 移管によって本図管下と る田土に対して、毎畝銀
0.
二一両を課すこ
第二十五図は、乾隆七年(一七四二)に開設が許可されると、
とが決められ これは一回限りの徴収で、徴収された資金は「図本」と呼ばれた。これを嘗商(質屋)などに貸
? ?
し出し、利息(「図息」)を得て蓄積していくのである。以下、この 本を十甲図本と呼ぴ、そ 金利収入を十甲息と呼ぶことにする。第三に、「現年」と 全図 税糧を官街へ納入する責任を負う甲は、一本図管下の田土から毎年毎畝銀
0.0
二五両を「役銀」として徴収し、「公費」の支出に備えることが決められた。一役銀は図本と違って
その使途は現年の甲が処理する「公費」という項目の支出である。「公費」という史
? ?
料用語が指示する具体的内容は、『九如堂』には明示的言及がないが、七頁で考察するように、毎年徴収されるものであり、
一八世紀
1
一九世
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紀前半においては、主に税糧の囲内からの徴収とその県への納入にかかる経費である。以下、この役銀を十甲役銀と呼ぶこと する。なお乾隆七年に本図管下となった田土総数
(H
税畝総数)は不明であるが、注目を参考に、乾
隆七年時の田士総数を一
000
畝と仮定すると、十甲図本の総額は銀一二
O
両、十甲役銀の毎年の徴収総額は銀二
五両になる(表
1も参照)。
その後、嘉慶七年(一八
O二)までは次のように推移する。すなわち、十甲役銀は徴収されたが、公費支出には
一方で、十甲図息の収
不足した。そこで十甲図息を流用して補填した。しかし公費支出が増大する(「諸務費繁」)
? ?
入は年々減少したため、さらに十甲図本を取り崩して補填した。そして嘉慶七年ごろには、十甲図本がいずれ費消され、現 の甲が公費支出を賄えなくなる事態が危倶されていた。この間、現年の甲が公費支出に充当した資金は、基本的には十甲役銀であり、
それで不足すると十甲図息や十甲
図本が流用された。すなわち公費支出の全額を、本図管下の国土が毎畝均等に貴担する
J趨図毎畝均等負担。の体
? ?
制であった。ただし図内各 の管下回土数は異なるから、各甲が供出する図 額や役銀額は不均等である。その意昧でグ毎甲均等負担。で ない。また現年の甲 役割は 公費の全額を負担する、あるいは他の甲よりも多く負担することではない。それは 十甲役銀を全図から徴収し、 ・図息の流用も考慮しつつ公費支出を執行す
? ?
ことである。公費負担の如上のあり方は、岩井氏が指摘した明朝の本来的理念に合致するものといえよう。
3 
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表 1 第二十五図rおよび九如堂の運営
( 1742 ( 1821a ( 1821 b ④19世紀末 ( 1932 
戸名 醸金額 醸金額 「合同J参加 管下回土数
1 甲里長戸名彰粛梁 5 爪あり
爪 1 童手寓輿 なし なし 記載なし 記載なし
爪 2 彰東間 40両 4 大冗 参加 50畝
爪 3 粛福田 なし なし 参加 記載なし
爪 4 蒲維新 なし なし 参加 19畝
爪 5 梁輿 20両 2 大ヌじ 参加 34畝
2 甲里長戸名馬藤区 4 爪あり
爪 1 馬隆 63両本 10大瓦 参加 37畝
爪 2 蘇用 藤姓で計 森姓で計 参加 「扉用栄」の名
爪 3 扉栄 43両* 2 大元! 参加 で計50畝
爪 4 区祖政 13両* なし 参加 3 畝
3 甲里長戸名察喜長爪なし
察喜長 100両 9 大冗 参加 62畝
4 甲里長戸名馬秀爪なし
馬秀 70両 1 大冗 参加 61畝
5 甲 里長戸名 周徳全九知堂不参加④の時は周徳・周全の 2 爪で参加
周徳全 (無関係) (無関係) 参加 317畝
6 甲里長戸名余業盛爪なし
余業盛 30河 3 大yじ 参加 45畝
7 甲里長戸名莫晩成爪なし
莫晩成 20両 2 大冗 参加 3 畝
8 甲皇長戸名李貰林 3 爪あり
爪 1 李錦 20両 1 大冗 参加 55畝
爪 2 主主正中 なし なし 参加 43畝
爪 3 林相 なし なし 参加 2 畝
9 甲里長戸名陳孔同 4 爪あり
爪 1 陳世昌 陳姓 陳姓 記載なし 「棟同」の
爪 2 陳達 で言十 で言十 参加 名で計
爪 3 陳宗 20両 2 大元 参加 5 畝
爪 4 孔文 なし なし 参加 記載なし
10甲里長戸名慶富爪なし
屡富 20両 2 大ヌ乙 参加 27畝
合計 460両 38大冗 813畝
出所⑤を除き、民国37年 (1948) 重刊『九如堂図課記嬰』。⑤のみ、民国壬申 (1932) 刊
『南順桑園園修基所績刊徴信録』上集・第三冊(通し頁数で、 204葉裏 206葉表)。
凡例
① 1742年ニ乾隆 7 年、図甲開設時の里長戸名・爪名 (11葉表ー17葉表)。
② 1821年三道光元年、九知堂聯会への酸金額( 6 葉表ー 7 葉裏)。
③ 1821年=道光元年、「排酌」参加費 (9 葉表-10葉裏)。
④ 19世紀末=光緒年問、「二十五図合同J 作成への参加有無 (21葉裏)。
⑤ 1932年=民国21年、里長戸・爪の管下回土数。
本 第 2 申の醜金者名のうち、「公衆J を「馬薄区J í馬隆J r鳶用J r藤栄J r区祖政j から
成ると解釈し、その醸金額50両の4分の1を 4 姓各々に付け加えた。
注爪は息長戸がいくつかに分かれたものである。
2 
嘉慶七年、九如堂の創設
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十甲図本・図息が減少していくなか、嘉慶七年(一八
O二)に現年となった第一甲彰粛梁戸は、十甲役銀を従来
の毎年毎畝銀
0.0
二五両から
0.0
五両に値上げすること、公費支出後の余剰は十甲図本の蓄積に回すことを提案
した。この提案に対し九甲が賛同した。しかし第五甲周徳全戸は、自甲の管下回土数が近年増大し、「人群」(他の九甲の平均管下田土数)をはるかに突出していることを理由に反対した。そして九甲が現年に当たる年は、従来の毎畝
0.0
二五両しか現年に納めないこと、その代わりに第五甲が現年に当たる年は、他の九甲からは従来の毎畝
? ?
0.0
二五両しか徴収しないことを主張した(『九知堂』一葉表
1裏、三葉裏
l四葉表)。
九甲は第五甲の主張に譲歩せざるを得なかった。そしで、十甲が従来どおり毎年十甲役銀を供出する体制は続く。
5 
だがその一方で、第五甲を除く九甲は、十甲役銀とは別に、九甲管下の田土から毎年毎畝銀
0.0
二五両を供出し
て九甲の図本とし、この図本 「九如堂」と名づけ ことを決めた。以下、九甲管下の田土から毎年徴収されるこ
(日)
の資金を九甲役銀 呼ぴ、その金利収入を九甲図息と呼ぶこ する。この結果、嘉慶七年以降の公費をめぐる徴収と支出の体制は以下のようになった。すなわぢ、第五甲が現年の年は、第五申は自甲を含めて十甲から十 役銀を徴収し、それで不足する場合は十甲図本・図息を流用 、十甲図
(日)
本・図息を費消し しまえば、第五甲が内部的に補填する。一方、他の九甲が現年の年は、現年は第五甲を含む甲から十甲役銀を徴収し、それで不足する場合は十甲図本・図息を流用し、十申図本・図息を費消してしまえば、
(ロ}
九甲管下の田土から毎畝均等額の追加徴収を行う、と。十甲役銀の徴収は続いている 、それで 公費支出総額
6 
一部しか賄えない。そして、公費支出の不足分を最終的に補填する責任主体は第五甲と他の九甲とのこつとなった。つまり、
公費支出の全額をか通図毎畝均等負担
4
で賄う体制が崩壊したのである。
その後、第五甲が現年となった嘉慶一一年に、十甲図本と十甲図息は費消され消滅した。嘉慶二一年に現年となった第六甲余業盛戸は九甲内で相談し、
その結果、
十甲役銀で公費支出に不足する場合、原則は九甲管下の田土か
らの追加徴収であるが、便宜的に嘉慶一二年分の九甲役銀を流用して公費支出に充て、嘉慶一三年(現年は第七甲)に十甲役銀に余剰が出れば、
その余剰で借用した九甲役銀を返済することになった。しかし嘉慶一三年以降も、
九甲が現年 年には、九甲役銀を公費支出に流用しなくてはならない状況が続いた。嘉慶七年
1
一一年の五年分の九甲役銀は、第二・三・四甲の三甲に委託して運用され、金利を得て蓄積が進んだ。
嘉慶一二年以降は、第五甲が現年となる嘉慶一二年(一八一六)以外は、九甲役銀を蓄積に回す余裕がほとんどな
(日)
かったと思われる。嘉慶二二年、蓄積に因された九甲役銀の元利合計額は三七
O
余両となっていた。そこで九甲は、
この蓄積で不動産をいつでも購入できるように、今後は蓄積された九甲役銀を貸し出さず、手元に置くことを決め? ?た。しかし蓄積額が少な ため 不動産購入はなかなか実現しなかった。
3 
道光元年、九如堂聯会の結成
道光元年(一八二一)初頭、現年になった第十甲慶富戸は「九如堂聯会」の設立を提案し、「股」ごとに銀一
O
両の醜金を募ることになった。その結果、
四三股の応募があり、銀四三
O両が集まった。これに既存の蓄積金三七
(日)
O余両を加えて、資金総額は八
OO
余両となったので、同年三月に不動産①②③が購入された。同年一
O
月には、
三股三O両が追加蝶金され、また不動産④も寄付された。そして道光元年末に、九知堂の今後の経営に関する全一
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二条の「条例」(『九知堂』七葉裏
l九葉表)が定められた。基本点を二項目に分けて整理しよう。
不動産の租収入と聯会の会股返済
収入のうち、不動産の「租」(地代と店舗賃貸料)収入は、会股銀四六O両の
元金と利息 返済に充て、道光二年からの一
0年間で完済する。この一
0年間は他の用途に充てない。道光ご一年
からは、十甲役銀を補って公費支出に充当する(第て十、十二条)。返済期間中は毎年、元金の十分の一
(四六
両)と元金残額の利息を払うが、第一条は 利を元金残額の一O%単利とする(「逓年加萱算息 惟利不加利」)
の
で、試算では道光二年の返済額は四六両+四六両日九二両、道光三年は四六両十四一両日八七両、最後の道光一一年は四六 +五両日五一両となる。毎年の租収入額について、正確な数値は未詳であるが、不動産①
l④の購入金
額等の一二%と仮定すると銀一O七両になる。公費に閲する収支
広義の公費支出のうち、通常の支出項目とみなせるものは、①「現年催輸酎金四拾両」と②
である。①の四O両は、税糧の徴収と宮衝への納入にかかる費用(「科差費
(叩山)
用」)であろう。余剰が出れば「酎 」日報奨金として現年のもの なると思われる(第九条)。②の支出額は数
(臼)
両、多くて一O両であろう。ただし道光二年から 一
0年間は、支出節約のために停止することになった(第二
(国)条)。したがって当初一
0年間の支出は、①の四O両と若干の雑費になろう。
「排酌」(現年主催の親睦目的の宴会)
当初一
0年間のうち、九甲が現年となる年の通常の収入項目としては十甲役銀と九甲役銀があり、注目の試算で
は合計五O両弱になる。この二種の役銀は 公費支出以外に充当しないこ 余剰がでれば、それを会股の返済に
7 
向けることが定められ (第八条)。当初一
0年間の通常の支出項目は、①の四O両と若干の雑費だから、五O両
8 
(川口)
弱の収入があれば若干の余剰がでよう。なお「意外の公務」が生じて、十甲役銀と九甲役銀では支出に不足の場合は、九甲管下の田土から追加徴収することに っている(第十一条)。そして会股完済後の道光一二年からは、
(初)(幻)
動産の租収入を公費支出に充て、代わりに九甲役銀の徴収を停止することが決められた(第十条)。
不
会股完済や九甲役銀の徴収停止等の計画が予定どおり実現したか否か、『九如堂』を見る限りこれを確認できなぃ。だが注目 不動産購 状況によれば 光緒一
O年(一八八四)に、九知堂は不動産⑤を買い足しているから、
多少の遅れはあったかもしれないが、道光元年以降の九如堂の経営は順調であったと考えられる。
4 
経営体としての九如堂
し十甲役銀は第五甲も干与しているので嘉慶七年以降の九如堂の経営内容を、各収入項目とその支出・蓄積との関係に即 てモデル化してみよう。ただ
限定的にとりあげることにする。収入項目として、まず九甲管下の田土
から提供される九甲役銀がある。嘉慶三一年
1道光元年における九甲役銀は、第五甲が現年となった嘉慶一二年以
外は、公費支出に充当されて余剰はほとんど残らなかった。この うに収入源を他者(九甲所属の田土所有者)に依存し、
かつ余剰は残らずに蓄積が進まない経営、これを経営
A
と呼ぶことにする。
ー嘉慶一一年における九甲役銀は、これを貸 出して金利という収益をもたらし 九知堂の蓄積を増加させていた。
一方、
それ以前の嘉慶七年
このように収入源を他者に依存するが、蓄積を増加させる経営、これを経営
Bと呼ぶことにする。なお道光二年
i
一一年には、前述のように若干の余剰がでたと思われる。そして道光一二年から九甲役銀は徴収停止になる。次の収入項目として不動産の租収入
(年間一
O
七両)
がある。道光一二年以降、九甲が現年になる年(一
0
年間
に九年)には、租収入は公費中の通常支出項目①②の支出に充当される。①②の総額を五
O
両としても、別に十甲
役銀三
O両弱の収入があるので(注目参照)、年間の租収入は八
O両以上が余剰となり、さらなる蓄積が可能であ
る。租収入の源泉である不動産 、寄付されたものを除き、蓄積に因された九甲役銀・図息の銀三四
O両余と会股
鍾江龍県徳田回会制経営
Cと呼ぶことにする。九知堂は光緒一
O年に不動産を買い足しているが、
地>}営経甲里のタレデ江珠代清
銀四六
O両によって購入されたものである。後者の会股は九如堂にとっての負債であるが、道光一一年に完済され
る。前者の九甲役銀・図息 ついては、出資者(九甲所属 田土所有者)が九如堂に対する債権を放棄していると考え ことができる。そ 場合、道光二一年以降の九加堂は負債 もたず、不動産①
1④を所有して租収入を得る
存在とな このように債務がなく、自己資産を収入源とし、
かつ支出後に余剰が残って蓄積が進む経営、これを
その購入資金は経営
C
の蓄積による
ものであろう。珠江デルタでは多数の図甲が二
O世紀まで存続した。だが中には消滅した図もあるし、またひとつの囲内で、管
下回土数が増大する甲もあれば、減少す 甲もある。一個の図を存続させていくには、たとえ管下田土数が減少する甲が出ても、図レベルにおいて公費支出額を上回る収入が ことが必須である。その場合、図そ ものが経営Cの経営体となることが、最も確実な方法であったろう。第二十五図の十甲図本は、増大する公費支出のために取り崩されてしまった。だがもし十 図息の収益 順調で、 れで不動産を購入することができ ならば 第二十五図は十甲役銀を必要としない経営
Cを内包する組織に移行したかもしれない 第二十五図の場合、十甲図本の消滅
や第五甲管下回土額の突 という事情のため、九甲のみ 参与する九知堂の中に経営
C
が形成された。その意昧で
9 
九如堂は特殊であるが、他の図にお て経営
C
が十甲を母体として形成される可能性、
および経営
C
を形成した図
10 
が長期に存続する可能性を示唆していよう。
第二十五図と四国との関係
乾隆一
O年、金順侯廟前市の創設
民国「龍江郷志』(巻一、坊里
一三葉表)によれば
いちば
一九世紀の龍江霊には、市場として、嘘(定期市)
iJ" 
個、市(毎日市)
が一
O個、桑市が五個あった。桑市の名前はそれぞれ世阜頭(別称は沙問)・長路・担田・龍江
頭・逢涌であり、図
1に見えるように、隼の中心に位置する錦昇局の周囲に、直線距離一
1二キロ間隔で分布して
(幻)
いる。しかし計一八個の市場のうち、文献史料で概要が判明するのは毎日市のひとつ「金順侯廟前市」(金順侯廟の前にある市場)
のみである。金順侯廟は相公廟、雷侯廟、忠臣嗣ともいわれる。主神の金順侯は、
明代中期の黄
粛養 乱から龍江隼を守った神異を有するので、
明朝はこの廟を公認して把典に列し、清朝もそれを継承した。そ
してこの廟は埜レベルの結集の紐帯となっていた。
この市場は、第二十五図が実務を開始した二年後の乾隆一
O年(一七四五)に、当時龍江墾に存在した五つの図
がすべて参加して創設された市場である。創設に関するこ
(幻)
件の碑文が乾隆一七年に「紳衿排戸」によ て立石されているので、この碑文を利用して、市場創設と複数の図か(第二十五図と四図 計五個の図。以下、
五図と呼ぶ)
ら構成される組織(後述 五図公箱)とについて検討しよう。金順侯廟は河岸(「海漬」)近くに立地し、この河岸は龍江霊の交通の要衝(「一郷之津梁」)
であったので、皇帝
酬明同様略国噂墜ー
-G
ギ餐翌日制-銅製岳制
QAm
ムヘ弘同蛍記悔
r-< 
F吋
出所民国 n碩徳県志』附録の「第七区図」を原図とし、これに民国『龍江郷志J の情報を加工。全16坊のうち、 4 坊
の位置は不明。金順侯廟の位置をAで、龍江大撞の位置を Bで示す。桑市全 5個のある坊は仁コで囲んである。撞
全 3個のうち 2 櫨の位置は不明。市全10個のうち 9 姻の位置は不明。
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の詔を受けたり、立身出世した人を迎えたりする時に、盤の文人が集まって「会」を催すのは、きまってこの金順
? ?
侯廟であった。しかし河岸にある「渡頭」から廟までの道路は、魚塘や小渓谷に挟まれて湿気が多く、幅も三
1
四
尺(一
i
一.二メートル)
の狭いものであった。昔からこれを改善しようという声はあったが、実現されぬままで
あった。乾隆一
O年の冬、龍江隼の「紳衿」と里長戸等(「排戸」)
が集まり、道路改善のために「戸」ごとに銀五
ママ(お)
五両を醸金することを決めた。賛同したのは全部で「五十五家」 、合計「二千絵金」が集まった。そしてこの醜金で、魚塘を購入して埋め立て、道幅を廟の幅まで広げ、
さらに「甫道」(石あるいは瓦敷きの道)に変えた。ま
た廟の付属施設 整備する ともに 醜金の余りで語道と河岸に沿って三八聞の店舗を建設し、坐買を住まわせ、
(お)
客商に商品を運び入れさせた。これはこの市場 龍江隼の「総市」とするため あった。さらに廟の東側 石橋を架けて万里橋と名づけ、橋の両岸に「埠頭」(注
M参照)を設けて近隣から市場への水陸のアクセスを便利にした。
この工事は四年後の乾隆一四年に竣工した。
工事監督は粛占恒・康将万・張輿基・貰桓思・陳清士・彰作長の六
名が担当し、財務会計は奈捷之・粛推五・夢興斉の三名が担当 。店舗三八聞は一一股に分け、各股に「子日学而時習之不亦説乎」から漢字二子を充て この 一股 対応して、醸金した「五十 家」を「五家」ごとに計一一組に分け、各組に一股を分配して所有させた。各組は店舗 賃貸(「批佃」) 、賃貸料収入を得ることになった。市場全体の敷地に課される税糧(「糧差」)も一一股に分け、各股が中税五分五厘を納入するこ にし 。各股の字号、醸金者名、
配分店舗数、税糧の納入名義をまとめたのが表
2
である。
の「各渡頭」の収入(「租銀」)完成後に五図は全三条の章程を定めた。第一・一一条は渡頭・埠頭の収入に関する規定である。すなわち、①河岸
は五図の現年里長が輪番で出納を管理し、龍江盤から進士合格者が出れば、これか
13 清代珠江デルタの里甲経営と地域社会 )1頂徳県龍江袋
表 2 乾隆10年 (1745) 金)1慎侯廠前市の創設
字号 醍金者名と所属図甲 配分店録数 納税戸
①子 張超競日高郡張衆張顕承張承祖 3.0間 部張衆
22-1 22-5 22-6 22-7 22-9 
②日 部紹皐麦朝警警察広黄大同黄土 3.0閑 黄大同
37-1 37-7 37-8 37-9 66-6 
③学 察必昌劉成有葉徐慶辞侯章語圏詐 3.5問 察必昌
67-1 67-2 67-3 67-4 67-5 
④而 李得陽黄業隆葉松劉自昌粛T蕃 3.5間 李得喝
66-1 66-2 66-3 66-7 66-4 
⑤時 張智一粛景峰彰良逮筒懐扉奈文軒 3.5閑 筒懐扉
※ ※ ※ ※ ※ 
⑥習 劉宗翰陳同昇劉相陳復隆陳有道 3.0間 陳同昇
22-4 22-8 66-5 66-8 66-9 
⑦之 彰粛梁馬辞区察喜長馬秀周徳全 3.0間 室主粛梁
25-1 25-2 25-3 25-4 25-5 
⑧不 余業盛莫晩成李黄林陳孔同慶富 3.5間 余業盛
25-6 25-7 25-8 25-9 25-10 
⑨亦 察登郭新鍾李同凌維高劉兆隆 4.0間 劉兆隆
37-2 37-3 37-4 37-5 37-6 +10両
⑩説 奈隆興康紹隆康逸巌鍾永昌彰高禄 4.0間 康紹隆
22-2 22-3 ※ 22-10 66-10 + 10 両
。乎 ヲ壬邦寧朱家乗張仰昌劉漢光醇昌砕 4.0間 張仰昌
67-6 67-7 67 • 8 67-9 67-10 + 10 両
計38間
出所 「金順侯廟前排年舗舎{傑議J (民国15年重刊『龍江郷志』巻1， 2 葉裏 4 葉表)
注 1 ["22-1J は、第22図第1甲の里長戸であることを示す。以下、同じ。『龍江鎮五圃舗舎
之原始j (1938年flJ)所載の図甲表では、第37図第5甲の里長戸名は「凌筒高」に変わり、
凌姓と筒姓の共有になっている。同じく、第66図第6申は f黄虚同」に、第67図第5甲は
「語葉問j に変わっている。
注 2 ※の記号は、里長戸ではないものを示す。
注 3 ⑨ー⑪の["+10両」は、量産金額が銀10両多いことを示す。⑨~⑪の醸金額が多いので、
配分店舗数も①~⑧よりも多くなっている。ただし①②(fr⑦と③@:⑤⑧とは、稼金額は同
じにもかかわらず、配分店舗数が異なっているが、その理由は未詳である。
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ら一五両を祝儀(「花紅金」)として給付する。②渡頭収入の残りは金順侯廟の祭把用に支出し、この件は五図が随時に相談(「公議」)する。③万里橋両岸の埠頭は、南岸の埠頭は李姓の所有とし、
その停泊料収入は李姓のものと
する。北岸の埠頭は「衆」の所有としる。④醜金は金順侯廟の祭記のためのものであるから、各渡頭や北岸の埠頭の収入を、金順侯廟の祭把以外の「別
(幻)
項の公費」に支出してはならない、等である。第三条は、醸金した「排戸」の姓名を碑に刻み、永遠に変更しない
(すなわち特定の姓の所有とはせずに)、
その停泊料収入は五図のものとす
こと、等を定める。以上から窺えることを整理しておこう。第一は、隣の龍山埜の大岡嘘(同じく複数の図が共同管理している)が
(お)
賊匪からの防衛 考慮して山間に立地し、郷兵を備えているのと 対照的に、陸上・水上交通 便 考慮した立地であり、郷兵など防衛を考慮した様子も窺え こと 清代の康照・薙正を経た治安 向上がこの相違をもたらしているのではなかろうか。第二は、金頗侯廟付属施設 増築や廟前 道路の拡張・整備とともに、常設店舗三八間の建設による坐買・客商の誘引、
アクセスの便宜向上のための万里橋や埠頭の建設等、市場の繁栄をもた
らすための方策が講じられていることであ第三は、事業の発起者「紳衿」と「排戸」の役割につい である 史料中の個人名と思われる工事監督六人と財
務会計三人を、民国『龍江郷土仙』(巻二、選挙目録)と対照したところ、責桓思が康照四九年(一七一
O)
の文生
員であり、粛推五が康県四七年の文生員 、後に例貢となっており、務興斉が康照六
O
年の文生員であることが判
明する。「紳衿」に該当する可能性が るのは、この三人だけである。「排戸」につ ては、「排 は旦長戸、「戸」は子戸(日甲首戸)を指 と思われる。具体的には表
2
に整理した醜金者一五五戸を指す。五五戸のうち四九戸を里
(明白)
長戸が占めている。醸金していない里長戸は、第三十七図第十甲の左朝科のみである。残りの六戸(表2⑤の五戸
清代珠江デルタの里甲経営と地域社会 順徳県龍江鍾
と⑬の一戸)につ ては、発起した「紳衿」が所属する子戸、工事監督や財務会計担当者が所属する子戸、等の可
(鈎)
能性があるが、確認でき 材料はない。今のところ醜金者についていえるのは、その大部分が里長戸であ こと「紳衿」 しての醜金は確認できないことである。また史料とした二件の碑文 標題(注幻参照)に、「排年」(リ
の字は登場するが、「紳衿」の字は出てこない。さらに渡頭・埠頭の出納も五図が管理することになって
里長戸)おり、「紳衿」の干与は窺えない。以上から、市場創設 発起や官との交渉の場面では、「紳衿」が役割を演じたで
(担)
あろうが 工事費負担や創設後の日常的管理等の実質的側面は五図が担っているといえよう。第四は、開設されたばかりの第二十五図の里長戸を含めて、当時龍江盤に存在する五個の図の里長戸が、
一一戸会』
除き、すべて参加している。これは龍江盤と う地域社会における比較的大きな事業と里長戸の参与との関係という問題を示唆する。ただし本稿では、里 レベル はなく 図レベル以上 地域社会における事業との関係について、第
2節以下で検討することにしたい。
第五は、各渡頭収入および万里橋北岸の埠頭収入の管理主体についてである。これは五図の現年が輪番で管理することになっているが、後代の光緒一八年作成「五図新立章程総部抄」(『九知堂』
一八葉表)によれば、波頭収入
や埠頭収入を金順侯廟の祭把等に支出して余った場合、これを「公箱 存して経理す」、「五図に帰す」、「箱内に貯めて積蓄す」等と表現している。 なわち
P五図公箱。と呼ぶことができる、五図それぞれの会計とは別の会計単
つまり、五図の現年が輪番で渡頭収入等を管理するとは、実務的には、五図の現年がこの五図公箱
位が存在する。
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を輪番で引き継ぐことを意味する。ところで埠頭は今回の工事で作られたものであるから、
その管理者は工事以前
16 
には存在しない。
工事の醸金者は里長戸等の五五戸であり、
五図公箱自体は醸金していない。だが五図公箱が埠頭
の管理者となっている。また渡頭は今回の工事以前から存在するが、
少なくとも第二十五図は乾隆七年以前には渡
頭の管理 与っていな 。だが工事後に第二十五図をも母体構成員とする五図公箱が、
その管理を行うようになっ
た。つまり五図公箱は、醸金することなく、渡頭と埠頭の収入の管理者となっている。このように自身は出資することなく、
その母体から収益をあげる資産を得ているという五図公箱の特徴は、道光二年以後の九知堂のそれと基
本的に同じといえよう。
2 
道光九年、河湯囲の修理
(幻)
道光九年(一八二九)に、龍江墾が管理責任を負う北江沿いの大堤防の河諺囲が修理された。この時、「四図」が工事費としてまず銀三
OO
両を醸出し
(「指」)、
その後に三
OO
両を五図に均等に割り当てた
(「擁派」)。第二
十五図も六
O両の割当てを受けたが、すぐには納めず、道光一二年正月になってやっと「四図」に納めた。しかし
「四図」は「第二十五図は四図の立替え期間中の利息も払うべし」と、二年余の利息を要求する碑を立てた。そし
(お)
てこの負債は、光緒一八年(一八九二)に第二十五図が一
O両を「四図」に払うことで完済される。光緒一八年の
完済の事情は次節で検討し、本節では道光九年
1
一二年の事情について検討しよう。
河諺囲は龍江隼を北江の洪水から守る堤防であり、
その意味で全量的利害にかかわる施設である。したがって、
その維持・管理 業 公共的性格をもっといえよう。ただし今回の工事費を割り当てられたのは五図のみであり、乾隆末年(一七九五)までに 開設されていた続増の 図は割り当てられていない。これは、
少なくとも道光九年
において、図という点では同じであるが、河諺囲の維持・管理||龍江埜という地域社会の全霊的公共事業||へ
清代珠江デルタの里甲経営と地域社会y一一順徳県龍江主藍
の参画の点では、五図と続増二図との聞に相違があることを意味する。この相違を考えるうえで注目したいのは、
(鈍)
工事費の割当額が五 均等 いう点である。当時 五図の聞には管下回土数の格差があり、特に第二十五図の田土
(お)
数は四図各図のそれに比べて少なかったと思われ 。ではなぜ割当てが毎図均等になったのであろ か。この問題を、第二十五図が工事費を図内でどのように割り当て、そして捻出したのか、これを検討することを通じて考えたい。前述したよう 嘉慶七年に、第五甲は公費負担方法に関して
9通図毎畝均等負担。の原則を、既存
の十甲役銀の供出に限定することを主張し、これが認められた。した って、今回の工事費割当てがグ通図毎畝均等負担
4
であったとは考えにくい。そして次節の光緒一五年における河岸改修工事費の割当てにおいて、第二十五
囲内部では第五甲が十分の一、九甲全体で十分の九と っているから、今回の場合も、第五甲が十分の一 六両、九甲全体で五四両の割当てになったと思われる。
では九甲内ではどのように捻出されたであろうか。ここで参考になるのは、第二十五図が六
O両を納めたのは道
光九年ではなく、道光一二年であっ ことである。前述のように 九如堂に って道光九年 会股返済期間中に当たり、
一方、道光一二年は返済が完了して、不動産の租収入を返済以外の用途に流用できる最初の年であった。不
動産の租収入を年一
O七両、徴収が停止される九甲役銀を二
O両と仮定すれば
(注目参照)、租収入が九甲役銀の
代わりに通常公費支出のうちの二
O両分に充当されても八
O両以上は残り、工事費五六両に充てることは可能であ
(お)る。ところで注おを参考にすると 本節でカギカッコを付し 「四図」について、それが工事費三
OO
両を即座に
17 
立て替えた点、
および第二十五図に対する債権者は四図そのものではなく、
四図箱であった点からすれば、
工事費
18 
は四図所属の田土所有者から徴収・捻出されたのではなく、四図箱という四図を母体とする組織がその不動産租収入等から捻出したと思われる。この捻出方法をも考慮する ら 九甲の割当て分を九如堂が捻出した蓋然性は高いと思われる。
工事費割当てが五図均等であったのは、九知堂の経営が不動産取得を契機に順調になり、
第五甲を含めた第二十五図の経営力が強化され、図を越えるレベルリ壁レベルの事業への参画が可能になりつつあ右の仮説が正しければ、ったからと思われる。開設後まもない続増二図に工事費が割り当てられなかったのは、この二図各々の図レベルの経営力が十分ではないからであろう。以上からすれば、龍江盤の隼レベル 公共事業が増加する前提として、図レベルの経営力が強化された図が増加してくること、これを指摘できるように思われる。
3 
光緒一五年、河岸の改修
金順侯廟前の河岸は、遅くとも乾隆一四年以降は五図が管理する資産(「五図税業」)
であり、
その渡頭収入は五
図公箱の収入として瓦図の現年 輪番で管理することになっ 。光緒一五年(一八八九)に、河岸を石積み 強固なものに改修する工事が行われることになり、その工事費五八一.四九八両が、五図に均等に毎図一一六.二九九六
(幻)
両割り当てられた。そして今回も工事費総額を「四図」
H四図箱がまず立て替えたようである。光緒一五年に第二
(お)
十五図のうち、「九如堂」が一
OO
両を、第五甲が一二両を四図箱に払ったが、残額四両余りは未納となった。そ
の結果、道光九年 利息分とともに、第二十五図は四図箱に対する負債を二つもつことになった。さて渡頭収入の収益は、以前はあまり大きいものではなかった。しかし河岸改修の結果、利用する定期船が増加
したのであろう、毎年の渡頭収入が数倍に増えた。そのため渡頭収入の管理・運用に関する章程を、五図の聞で取り決める必要が生じたが、実現しないままであった。その事情を前掲「五図新立章程総部抄」から推測すると、第
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二十五図が四図箱に対して負債、特に道光九年河諺囲工事の立替金の利息分未返済をもつため、第二十五図は道光年間より渡頭収入 輪番管理から外されていること、これに起因すると考えられる。
つまり、河諺囲工事費に関す
る収支は、渡頭の 支と同じく五図公箱という会計に帰属しており、こ 会計における債務者たる第二十五図は渡頭収入の管理権を失ってい、るのである。そして光緒一八年に第二十五図が二つの債務を完済すると、再び渡頭収入の管理に参与できるようになった。そこで五図が新章呈全五条を作成する運びとなっ 。この章呈で新たに定められたのは、①金順侯廟の祭把費用を毎年銀二
O両とし、渡頭収入を輪番で管理する「五
図の現年 殿丁」にこれを渡して支出させ 、②支出後に残った渡頭収入や万里橋北岸 埠頭収入は、 公箱に貯蓄し、六
OO
両になったら今回の工事で各図が醸金した一一六両余を返済する、③その後は、毎年の渡頭収入を
貸し出して金利を得、元利合計が一
000
両に達したら不動産を購入する、④以後、渡頭収入と不動産の租収入で、
である。②の醸金を返済
蓄積は自ずと増えるから、
そうなれば「未着手の事業」(「所有一切未尽事宜」)を行う、
する点、③の将来不動産 購入して租 入 得ょ と ている点は、 図公箱が経営
C
への移行を目指しているこ
とを示唆しよう。この章呈から、五図公箱の当面の目標が資産増加、収益増大にあることはわかる。
L
かし増大した収益の最終的
19 
使途||「未着手の事業」とは何であろうか。この章呈には、増大 収益を五図公箱の母体 る五図(あるいは五図所属の田土所有者)に還元することを示唆する規定はない。
一方、同じく経営
C
に移行した九加堂の当面の目
20 
標は、資産増加・収益増大によって九甲管下の田土所有者の公費負担軽減(九甲役銀の停止)にあった。しかしそれを実現した後の目標は何であろうか。 加堂の場合も、前述した全二一条の「条例」を見る限り、増大した収益
(却)
を母体の九甲管下の田土所有者に還元することを示唆する規定はない。ここで第二十五図の九甲について、河諺囲工事費のみならず 今回 河岸工事費も九知堂の収益から捻出されたと う仮定が成立するならば
(注認参照)
それは九知堂にとっての「未着手の事業」が、図を越えたレベルの事業への参画であることを示そう。そして五図公箱にとっての「未着手の事業」とは、隼レベルの公共事業の増加を意味するように思われる。
おわりに
以上、九個の甲を母体とする図(日里)レベルの経営体として九加堂を、また複数の図を母体とする経営体とし
(ω) 
て五図公箱を検討してきた。 つい は、自己資産の収益力が 全体の公費(さしあたり通常項目。後には「意外の公務」まで含む可能性がある)
の支出を賄うまでに達している経営体であることが判明した。九如堂と五
図公箱とでは若干の相違はあるが、共通性もある。それは、当該経営体の収益事業は母体構成員 出資によって開始されるが、事業収益によって出資金を返済したり、
その出資を寄付等の形で帳消しにしたりすることで、当該経
営体がその母体から相対的に独立した存在(経営
C)
になっていることである。これによって当該経営体は、
えその母体構成員の一部が脱退・衰亡しても、経営を続けることができるのである。
たと
ところで清代珠江デルタには族田が広く存在していた。族田経営は、
祖先自身ないしその子孫の田土寄付を契機
に、その祖先を所有名義人とし 形成されることが多い。その場合、祖先は死亡しており、
子孫の田土供出は寄付
であるから、族田経営は祖先への祭把費支出を除けば、当初から債務をもたずに収益を得られる経営
C
となる。
マコ
まり経営
Cは、清代珠江デルタでは決して稀な経営形態ではなかったのである。珠江デルタで図甲制が二
O世紀ま
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で存続した一因として、甲(同族)レベルの族田経営から始まって、図さらに隼(複数の図)の各レベルまで、経営
Cを有する経営体が多数形成されたこと、そしてそれらが公課負担を吸収したうえで余剰をだしていたことが重
要と思われる。なお経営
Cの経営体が順調に成長した場合、母体となった出資者への利益還元へと向かうのか、よ
り上位レベルの組織や公共事業への利益提供へと向かう か、
その詳細は今後の課題としたい。
21 、
‘圭
(1)
片山剛「清末広東省珠江デルタの図甲表とそれをめぐる諸問題」『史学雑誌』九一
l四、一九八二年、等の一連の
論文。岩井茂樹「傍役と財政のあいだ」(三)『経済経営論叢』二九
l二、一九九四年、一四
l
一六頁。同「公課負
担団体としての里甲と村」森正夫等編『明清時代史の基本問題』汲古書院、一九九七年、所収、一八四
1
一八五、
一九二
i
一九七頁。
(2)
『九知堂園課記国各』は、最初道光元年末に刊行されて九甲に配布された。しか 日中戦争時にその多数が散逸し、また九如堂所有にかかる資産の契約書等も一九四五年夏の長雨で傷んだため、各種取り決めや資産保有の証拠を残すために一九四八年 重刊された。本稿での史料引用は、紙幅の都合で最低限にとどめた。
(3)
威豊『順徳県志』巻三輿地略、図所属盤、二一葉裏
l
一三葉裏。民国「龍江郷土丘巻一、述典、二葉表
i裏。
(4)
十甲図本を基礎に蓄積していく目的についで、『九知堂」には明示的言及がない。しか 後述する九如堂の事例から推測すれば、蓄積して不動産を購入し、不動産の地代・賃貸料収入を、つぎに述べる「公費」の支出に充てるためと考えられる。
(5)
「公費」は、「諸務費」「値年公費」「図中公費」「公用」とも言い換えら いる。本図管下の田土数は売買に伴
う「過割」によって変動するから、毎年の十甲役銀総額も一定ではない。
(6)
公費支出が増大した原因や図息が減少した理由は、未詳である。
(7)
十甲図息は金利収入であるが、その元本たる十甲図本はか通図毎畝均等負担
d
の原則で醜出されている。
(8)
前掲、一岩井茂樹「径役と財政のあいだ」(三)、一四
i
一六頁、参照。
(9)
表
1⑤は一九三二年の数値であるが、第二十五図全体の回土数は八二二畝、九甲の国土数合計は四九六畝である。
第五甲の田土数はコ二七畝であり、九甲全体の六三%に匹敵する。このような格差が、おそらく乾隆から嘉慶にかけて生じたのであろ 。第五甲が提案に従わなかったのは、自甲管下の回土数が増大したので、役銀を毎年毎畝0.0
五百円出すよりも、一O年のうち九年を毎畝
0.0
二五両負担し、現年になる年だけ白甲内の毎畝負担額を増や
す方が得策と判断したからであろう。注目の試算と次節 検討にもとづき、第五甲の税畝数を三
001
四OO畝、
毎年の公費支出を五O両、十甲役銀の収入額を三O両と仮定しよう。すると第五甲 負担は、毎畝
0.0
五両の場
合、一
0年間で一五
01
二OO両となるが、毎畝
0.0
二五両の場合、一
0
年間の十甲役銀七五
i
一OO両と現年
の年の追加負担二O両( |三O両
U二O両)で、計九五
1
一二O両で済む。
(叩)九甲の図本は、嘉慶一二年以降は公費支出のために充てられ、九知堂の「役銀」、「新役銀」等と言われるように
なるので、本稿では九甲役銀の名称を使う。
(日)最終的補填方法として、第五甲管下の田土に対する追加徴収や周姓族産の流用が考えられる。(口)九甲における補填の原則は 「理
A口機派税畝」(『九知堂』四葉表)であった。
(日)九甲役銀が公費支出に流用されず、蓄積に回ったのは、嘉慶七
1
一一年の五年間と第五甲が現年に当たる嘉慶二
一年である。金利は一般に月利一%で、年利一二%だが、金利低下(注
H参照)を考慮し、年利一O%と仮定して
複利計算すると、毎年 九甲役銀は銀二O両となり、九甲管下の田土数は八OO畝となる。当時 第五甲の田土数を三
001
四OO畝と仮定すると、十甲役銀は二七.五
l三O両で、九甲役銀との合計は四七.五
1五O両となる。
また第五甲の同士数が増加している を勘案すれば、乾隆七年時の全図国土数は一
000
畝前後と忠われる。
(H)
貸し出し金利を得る方向から、不動産購入に転進した理由は未詳。さしあたり、「十甲図怠」の収入
点から貸し出し金利が低下したこと、現金よりも不動・産の方が資産として安全であることが考えられ また不動
22 
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産の租(地代巴店舗賃貸料)収入の方が貸し出し金利より高収益である可能性もあろう。
(日)『九如堂』から判明する九如堂の不動産は以下のとおり。。印は一九四八年時点の保有を確認できるものを指す。
①。桑基魚塘、中税六.二畝、道光元年(一八二一)購入、購入金額銀五六
O両。②店舗一問、敷地は中税
0.
二畝、
道光元年購入、購入、金額銀一一五雨。③桑基魚塘、中税三
.0
畝、道光元年典買、典買金額銀一
OO
両。④
O
桑基
地、中税一
.0
畝、道光元年受贈、原価銀一二
O両。⑤。桑基魚塘、中税七.五畝、光緒一
O年(一八八四)購入、
購入金額銀五八三雨。⑥@桑基魚塘、中税三
.0
畝、光緒二六年(一九
OO)
購入、購入金額銀二一
O雨。⑦@桑
基魚塘、中税五
.0
畝、民国二七年(一九三八)購入、購入金額銀一三
OO
元毒券。なお⑦は財星会(未詳)との
共同購入。
(日)これは、税糧の徴収・納入に要する出費が、道光元年ごろは年間銀四
O両で済むことを示唆する。なお各甲には
十甲役銀・九甲役銀と税糧を徴収し、これを現年に納める者が存在する。これを各甲の「段丁』という。第三・四条は、現年の甲がこの「段丁」を正月と一二月に招待することを定めるが その招待費用は「科差費用」に含まれると思われる。
(口)道光元年まで、十甲役銀と九甲役銀の合計で①②を賄っていた。②の額 、注目を参考にすると、十甲役銀と九
甲役銀の合計五
O両弱から、①四
O
両を引いた一
O
両弱に収まる。
(同)「二十五図合同」(『九如堂』二
O葉表
1一一一葉裏)は、第五甲を含む第二十五図の取り決めで、その作成時期は
光緒年間と推測される。これによると「排酌」の停止は実際には光緒 間まで続いている。
(国)「意外の公務」については未詳だが 第二章でとりあげる河彰囲修理や河岸改修の工事費の可能性がある。(却)具体的には「現年の公項・排酌の費用」とある。「公項」は「科差費用」を指 と思われる。(担)第七条と「新科傍金赴宴序」(『九如堂』九薬表
1
一一葉表)によれば、公費のための収入項目として、別途に一
回限りで徴収された「赴席之築」合計銀三八大元があるが、不明な点があるので本稿では取りあげない。表
1③参
昭山。
(幻)世阜頭の桑市について 、演島敦俊、片山剛 高橋正「華中・南デルタ農村実地調査報告書」『大阪大学文学部
紀要』三四巻、一九九四年、三三四頁、参照。
24 
(お)「排年舗舎碑記〈割注一在金順侯廟西庁〉」(民国一五年重刊『龍江郷志』巻五、委文、五一葉表
1
裏)、
「金順侯廟前排年舗品口篠議」(岡、巻一、述典、二葉裏
i
四葉表)。
(M)
「渡頭」は、県城の大良や広州等の都市とを結ぶ定期船の波止場を指すと思われる(民国『龍江郷土丘巻一、津
渡、九葉表
1裏、参照)。後述の章呈には「各渡頭」と表現されているので、その数は複数である。これに対して
つぎに登場する「埠頭」は、渡頭のある河川とは別の「桂渓」沿いの波止場であり、「涌口渡船」(小河川を航行する舟。『九如堂』一八葉表)用とされているから、近隣住民が市場に来る時に利用する波止場と考えられる。
(お)五五家が各々五五両を醜出すれば三
O
二五両となる。「三千絵金」の誤りであろう。
(却)「総市」とは、多様で豊富な商品を取り扱い、他の毎日市の上に位置する市の意味であろうか。(訂)ここにいう「別項公費」は、金順侯廟の祭杷とは無関係であるが、五図が「公議」して支出を認めた費目を指す
と考えられる。その場合、税糧の徴収・納入 必ずしも関係があるとは限らないであろう。
(お)大岡崎潤につ ては、片山剛「珠江デルタの市場と市鎮社会
il
一九世紀初頭順徳県龍山室の大岡嘘」森時彦編
「中国近代の都市と農村」京都大学人文科学研究所 二
OO
一年、所収、参照。
(却)左朝科戸は絶戸になっていたと思われる。(却)工事監督と財務会計九名の ち 「紳衿 一二名を除いた六名の姓は張・斎・彰・康・奈・陳である。一方、里長
一戸以外の醸金者六戸 姓は張・粛・彰・康・察・簡であり、五姓が一致している。
(担)同様のことは龍山室の大岡嘘にも妥当する。注羽前掲、片山剛「珠江デルタの市場と 鎮社会」、参照。(詑)本節は主に「五図新立章程総部抄(光緒十八年歳次壬辰吉日五図公啓)」(『九如堂」一七葉裏
1
一九葉裏)に依
拠する。「部」は「簿」の意味である。また、龍江隼が河滋図の維持・管理責任をもつこ 判明しているが、より具体的な責任の所在は未詳である。片山剛「珠江デルタ桑園囲の構造と治水組織」『東洋文化研究所紀要』一二一冊、一九九三年、一五六頁、参照。
(お)返済先は「四図値理」あるい 「四図箱」となっている(『九如堂』一九葉表
1裏)。四図箱は四図が設立した、
五図公箱と同じ性質の会計単位
H経営体と考えられる。
(誕)『九知堂」は道光九年以外の年における河彰困工事費の割当てに言及していない。したがって、
および
河滋困の工事費
清代珠江デルタの里甲経営と地域社会 順徳県龍江隻
負担方法が常に五図の均等負担であったとはいえない。
(お)当時の五図各々の管下田土数は不明であるが、一九三二年には、最多の第二十二図(第十甲は絶戸)が九二七
O
畝、第二十五図 八一 畝であり、十倍以上の差があった(表
1所掲『南順桑園園修基所績刊徴信録』上集・第三
冊)。
(お)元金返済時に、なぜ利息分を一緒に返済しなかったのか また光緒一八年に完済した時の利息額一
'O
両はいかに
算出されたのか、この二点は未詳である。
(幻)第
2節邑同じく本節も主に、前掲「五図新立章程総部抄」にもとづく。
(犯)第二十五図引の割当額は囲内では、第五甲が十分の一、九甲が十分の九と割り振られた。第五甲 四図箱への支
払いは、割当額より
0.
三七両多いので、光緒一八年に「九知堂」が清算した。四国箱に一
OO
両を納め、第五甲
に対して清算した主体は、九甲そ ものではなく、九知堂という組織と考えられる。
(却)注目で言及した「赴席之築」の出資者への「排酌」(定例の宴会)への招待はある。(叫)複数の図が均益会・三益会(詳細は未詳)を設立して出資金を募り 貸し出しゃ不動産購入によって金利や租収
入を得、それで税糧の完納を図っ 事例として、清末の「連図納糧」がある。片山剛「清末広東省珠江デルタにおける図甲制の諸矛盾とそ 改革(南海県)」「海南史学』一一 号、一九八三年、一二
i
一七頁、参照。
(文学研究科教授)
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Lijiα 里甲 Management and Local Society in the Pearl River 
Delta during the Qing 清 Period:
Longjiang Township, Shunde County 願徳瞬龍江壁
Tsuyoshi KATAYAMA 
The present author has before found the fact that the Tujia 
system 圃甲制 (so-called the Lijia system 里甲制) in the Pearl River 
Delta was stil in use during the Republican period and that each jia 
甲 comprised a lineage. A tu 園 performed its duty as the labor serｭ
vice of collecting the land tax from al the lands. registered with the 
tu and paying it to the county government. It took, however, a cerｭ
tain amount of cost to carry out the labor service. This paper thereｭ
fore aims to investigate how a tu covered the cost for a long time. 
The result from this study suggests that the following was the ideal 
type of method to cover the cost: 
The ten jias, which compose a tu , take turns to undertake the 
labor service. On the one hand the jia being on duty collects the 
charge equally per unit land from the lands registered with the tu in 
order to cover the cost. On the other hand a trust is set up by using 
the reserve funds provided equally per unit land from the whole land 
of the tu. The trust lends the funds to get interest, and then purｭ
chases real estates when the capital and interest of the funds becomes 
enough to buy them. If the capital and interest is not enough to buy 
them, rich members of the tu invest supplement money. Subsequentｭ
ly, the trust pays back its debts to the investors by the rent of real 
estates. At the final stage the jia being on duty stops collecting the 
charge because the rent gradually comes to fully cover the cost. 
The management type of the above trust at the final stage 
was just as same as that of the ancestral trust of a lineage at the 
level of j?. This is one of the reasons why the Tujia system in the 
Pearl River Delta continued to exist. And furthermore, several tus 
also set up the similar type of trust at the level of local society to 
start the public utility. These investigations leave us an interesting 
conclusion that there existed the same management type from the 
level of jia through the level of local society. 
区eywords : Lijia system labor service management 
ancestral trust public utility 
